
高等学校の実質無償化に関する意見書

高等学校の実質無償化に向けて現在国において議論が進められている「高

等学校等就学支援金」事業及び「高校奨学金事業等の充実・改善」について

は、必要な財源のすべてを国費で措置することなど、下記の各事項について

強く要望する。

記

１ 高等学校の実質無償化の制度設計に当たり、給付に係る事務費を含めて

全額国庫負担とするとともに、国の責任において財源を確保し、財源捻出

のための他の教育予算の削減や地方への負担転嫁を行わないこと。

２ 「給付型奨学金」の創設については、国の責任においてその財源を十分

に確保すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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